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１．問題の所在と研究目的

1.1　問題の所在
　社会科教育はいかに国際教育協力に貢献できるの
か。JICA は国際教育協力の「学びの改善のための総
合的なアプローチ」として，①カリキュラム，②教科
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書・学習教材，③授業，④学力評価の一貫性をもたせ，
学びのサイクルを強化することを掲げている。（JICA，
2015）これらは教育学の中でも，特に教科教育学が得
意としてきた分野だと確信をもって言える。
　しかし，国・地域によって社会構造や教育文脈が異
なる現実は，その貢献を困難にさせる。JICA（2015）
はポジションペーパーで「相手国の自主性（オーナー
シップ）を尊重する」ことを示しており，現地の自主
性・自律性を考慮した国際協力は長期的な効果が見込
め，持続可能な開発へ繋がる。だが，その理念に沿え
ない場合も少なくない。研修実務側は自らの国・社会
で認められた教育資源や教育技術をそのまま提供した
り，研修学習側は先進諸国の教育を無批判に受け入れ
たりする。さらに事業案件の場合は，ドナーへの説明
責任，期間や費用の制限，可視的な研修成果等を念頭
に入れながら調整し計画・実施するため，短期的な効
果を目指す傾向もみられる。杉村（2019）が「単に移
入し解釈しただけでは，植民地主義的な一方的な知識
の搾取あるいは押し付けになる可能性」があると述べ
ているように，このままでは経済搾取や文化搾取に並
ぶ新植民地主義の一形態であると言え，そこからの脱
構築が求められる。
　とりわけ社会科教育は社会構造文脈の影響を大きく
受けるため，支援国側の“押し付け”となりやすい。
そのため開発途上の国々で生活する人々が主体的・自
己主導的に学び，内発的発展につながる研修をいかに
すればよいか開発的・実践的に研究していくことが，
社会科教育学が国際協力にコミットしアウトリーチし
ていくための土台となる。そこで本稿では，文脈依存
の難しさを有する社会科教育の分野において，支援国
側の価値・文化を押し付けることなく，より持続可能
性の高い国際協力の在り方を，ポストコロニアルの視
点から考察し，提案したい。
1.2　これまで国際教育協力は何をしてきたか
　国際教育協力は，教育開発を通して世界というコ
ミュニティの平和と世代内・世代間の公正を実現す
る，グローバル市民のコミットメントである。（北村 , 
2015）それは国連や世界銀行といった国際機関や国内
NGO の融資をもとに事業マネジメントが行われ，関
係組織間で調整されながら，最終的には実務者による
研修という形で具現化される。（加藤 , 1998）
　我が国の教育に関する国際協力事業は３つに大別で
きる。第１に，無償資金協力における「箱もの」提供
事業である。学校建設やコンピューターや視聴覚機器
等の機材提供がこれに当り，その成果は即時的・可視
的であることから長年主流であった。しかし，提供後
の学校運営や機器の使用方法の現地化がなされずに放

置されるなどの課題が生じた。
　第２に，技術協力における「教材」提供事業である。
有効性が認められてきた教科書や教材，その活用法を
伝達する協力がこれに当り，具体的かつ即効的な貢献
が可能となる。例えば森本・村山（2013）は，カンボ
ジア理科教育改善を目指す JICA 事業で，ウシやブタ
の眼を用いた解剖教材を使用して授業研究を行い，そ
の効果を検証した。しかし，この事業はそもそもカン
ボジア教育課題を支援国日本の教科書比較から論じて
おり，カンボジアが能動的に国家的普及をするかは不
明で持続可能性が高いとは言えない。
　第３に，技術協力における「ノウハウ」提供事業で
ある。授業研究を通した学校運営や教育方法などの提
供がこれに当り，それを通して人材育成を目指す。例
えば，広島大学大学院教育学研究科（2013），桑山ほ
か（2015; 2016）は，ドミニカ共和国の国立大学教育
学部と連携し，教員養成の質向上のための研修方法・
教材の開発を行った。しかし，その事業で開発した授
業研究マニュアルは日本側が執筆し，それを翻訳して
被支援国へ提供していた。
　江原（2001）によれば，世界的な国際協力の潮流と
並行しながら教育援助・協力のアプローチも変化し
てきた。第二次世界大戦後の近代化論・従属理論に
基づく経済成長を目標にした開発から，1990年に開か
れた「万人のための教育世界会議」以後は人間開発
することで内発的発展を目指す人間開発志向期とな
り，その後は基礎教育の事業案件が急増した。現在は
UNESCO が主導する SGDs ４-Education30の達成に
向けて，質の高い教育や教育における包摂性や公平性
の担保を重点に取り組んでいる。
　先述の通り，研修実務側は多様なステイクホルダー
との調整の上で研修を開発・実践している。そのため
内発的発展を目指す理念を追求できない様々な事情は
あるだろうが，国際教育協力において従来のモノ・カ
ネ・ノウハウの輸出・伝達が実践レベルで続き，支援
国と被支援国という新植民地主義的状況が残存してい
ることは事実だろう。近年は途上国に対する国際教育
協力の影響を考慮しながら途上国の教育事象を分析す
る国際教育開発研究の領域も生まれてきた。研究を通
して国際教育協力の在り方を問い直し，現在も模索し
続けている。
1.3　教科教育学の国際教育協力
　これまで教科教育に特化した国際教育協力研修で
は，理科教育や数学教育が圧倒的に多い。この背景に
は TIMSS や PISA などで日本の理数科教育が国際的
に評価されていること，理数科は各国の個別文脈より
もグローバルスタンダードとしての理論が親学問にあ
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り共通言語が豊富なこと，産業社会の発展を目指す開
発途上国においてニーズが高いこと，などが挙げられ
る。また日本語教育は，専門家とのコミュニケーショ
ン拡大による日本の技術協力事業の円滑な実施，効率
的な技術移転，日本語文献や日本製供与機材の読解・
操作強化，日本への理解・友好の促進などの理由から
盛んである。
　一方で，体育科教育，社会科教育，家庭科教育といっ
た教科は，国・地域・民族の政治・歴史・文化などの
社会構造に大きく依存し影響を受けること，国際的な
評価調査もないこと等の理由から，長らく協力がなさ
れてこなかった。しかし，体育科は2003年に国連総会
で「教育，健康，開発と平和を促進する手段としての
スポーツ（SDP）」決議が採択され，開発事業や政策
におけるスポーツと体育の推進が明示化され，スポー
ツと開発双方の国際組織，政府機関，NGO 等でこの
分野が急速に拡大した。（土屋ほか , 2015）
　だが，社会科教育に特化した我が国の国際協力事業
は，JICA の報告書を調べても本研究対象事業を除い
て管見の限り確認できず，まだ僅かである。社会科教
育は市民性教育の中核教科であり，それは世界平和，
紛争地域の平和，貧困不平等の解消など持続可能な開
発目標（SDGs）の達成に向けて関連することも多い。
国際教育開発に関する主要学問である比較教育学で
は，社会科を対象とした研究は一定数存在する。今後，
社会科教育が国際教育開発において貢献できる舞台を
造成できれば，新しい研究領域になりうる可能性は大
いにある。
1.4　研究目的
　カンボジア教育省の社会科カリキュラム・教科書開
発者向けの研修を通して検討する本研究は，以下の２
つを目的とする。
　１つ目は，ポストコロニアルの視点をふまえ，国際
協力研修において支援国側の価値・文化を押し付ける
ことなく，より持続可能性の高い国際協力の在り方は
どのように実現するか検討することである。その手段
として，マニュアル執筆というタスクベースで自己決
定学習する研修を開発し実施した。
　２つ目は，研修を通した学習者の学びをポストコロ
ニアルの視点から分析し，支配的ヘゲモニーからどの
ように学びを解放したのか，どのような制約を受けた
のかを明らかにすることである。
　本研究の RQ は，「マニュアル執筆を通した自己決
定学習において，カンボジア社会科カリキュラム・教
科書開発者はいかに学ぶのか？」である。

２．理論的枠組み

2.1　ポストコロニアル研究
　ポストコロニアルは字義通りでは「植民地解放以後」
となるが，一般的には「戦後，植民地国家が政治的独
立を勝ち取ったにもかかわらず，さまざまな形で植民
主義的抑圧や搾取が続いている現状」を指す。（菊地 , 
2010）この現状について，本橋（2005）によれば，ポ
ストという接頭語は「過ぎ去ることなく現在に継続し
行く末に影響する」という過去・現在・未来の時間的
三重の縛りを示す概念であり，ポストコロニアルはそ
の連累を意識し常に現在進行形で考えようとする。
　ポストコロニアル研究は，多くの先行研究がその整
理を試みているが，多様な潮流があり，用語としても
無造作に使用されている。本稿では，ポストコロニア
ル研究を大きく２つに分けたい。
　第１に植民地，被植民地の国家間に注目したポスト
コロニアル研究である。エドワード・サイードの大著

『オリエンタリズム』を代表とする西洋諸国のオリエ
ンタリズム批判研究では西欧諸国と非西欧諸国の非対
称的関係への議論が発展した。イギリスではカルチュ
ラル・スタディーズが発展し，特定の歴史や社会状況
における構築物としての文化に接近した。その後，ガ
ヤトリ・スピヴァク，ホミ・バーバといった第三世界
出身の知識人が登場し，ヘゲモニーを握る権力構造に
よって継続して抑圧される者の声に注目するサバルタ
ン研究が勃興した。
　第２に，植民地国内もしくは被植民地国内に着目し
たインターナル・コロニー研究である。植民地はその
国外だけでなく国内にコロニーがあるという関係を前
提に研究が発展した。例えば，イギリス資本主義発展
過程におけるアイルランド問題やアメリカ資本主義発
展過程における黒人問題などがある。この国内植民地
主義の着眼は幅広い領域へ展開し，女性や被差別部落
民など国内における抑圧的立場をコロニーとして着目
する研究が発展している。
　このようにポストコロニアルは植民地にされた国・
社会だけに関係があることではない。これまでの西欧
的思想や理論を脱構築し続け，地球の社会を見る眼を
根底から変える視座である。本稿においては，ポスト
コロニアルとは，「植民地主義時代後に続く，国家間
もしくは国内において，支配的ヘゲモニーによる言説
や見方に支配され抑圧・搾取されてきたことへ反省的
に捉える見方である」とする。カンボジア教育省研修
の学びを分析するためフレームワークとするほか，一
方的な「伝達」モデルを乗り越え学習者側が自己主導
的に受容し再文脈化できる状況を目指す，という研修
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の方針を定める理論的根拠とした。
2.2　自己決定学習（Self-Directed Learning）
　大人が学ぶという営みには，子どもの学習とは異な
る独自の特色をもち，子どもの教育とは異なる実践の
原理が必要だとの認識は早くから共有され，生涯学習
や成人教育の領域で深められてきた。自己決定学習は，
学習者が自ら自発的に学習目標を追求し，計画を達
成していくという，近年の成人教育では一般的なアプ
ローチ方法の１つである。学習の焦点は個人であり自
己発達にあるという人間主義哲学が背景にあるため，
近年の国際教育協力の理念やポストコロニアル理論と
の親和性が高いと考えられる。
　渡邊（2002）は，成人学習者が学習プロセスの中で
自己主導的になる能力を助長することを学習の最終目
標とみなすという意味で自己決定学習を提唱し，現代
日本における成人の自己決定学習の在り方を「他者決
定型学習」「自己主導型学習」「自己決定・相互変革型
学習」の３つのタイプに分けられると定義している。

表１　成人の自己決定学習の３タイプ

他者決定型学習
基本的に教育者主導の学習場面で
展開される学習。ペダゴジー原理
にもとづき，主に教育者が，学習
の諸要素を決定する。

自己主導型学習

あくまでも所与の学習の場で，単
独の学習者ないし学習者集団が自
らの学習の方針や方向性に主導権
と責任をもち，教師の援助を得な
がら主体的に学習をすすめていく
ことを目指す学習のあり方。

自己決定・
相互変革型学習

成人学習者が，学習の場で個人と
して成長し自己主導性を発揮する
にとどまらず，自他の人間的な生
き方と解放を志向し，それを可能

（容易）にするための周囲の環境
づくり，社会問題の解決や社会の
改善，ひいては社会変革までを視
野に入れた，社会的文脈を踏まえ
ながら学習者の主体に学習をすす
めるもの。

（渡邊 , 2002を参考に筆者作成）

　他者決定型学習は，伝統的なペダゴジー原理に基づ
く一方向的教授を受け，教育者の決定した要素につい
て認知的に獲得する学習である。成人教育者は，専門
家・計画者・教授者として，教育の目的，内容，方法
を前もって決定し，系統的に単元が配列する。
　自己主導型学習は，学習の場で学習者自らの方針や
方向性に責任をもちながら，主体的に行う学習である。
教育者はファシリテーター・リソース提供者・学習マ
ネージャー・モデルのように，学習者からの求めやニー
ズに応じる学習プロセスの援助者として機能する。

　自己決定・相互変革型学習は，学習の場で個人とし
ての自己成長だけでなく，自他の人間的な生き方と社
会構造からの解放を志向し，そのための環境づくり，
社会変革を視野に入れた学習を学習者主体で進めるも
のである。成人教育者は，メンター・共同探究者・省
察的実践家・研究者として，学習者と双方向的関係性
を構築し，ともに生きともに学ぶ実践をする。
　本研究が目指す国際協力研修は，他者決定型学習を
乗り越え，自己主導型学習の実現を目標とする1)。今
回対象の事業では，筆者も研修の実施者側として参画
した。研修担当組織は他者決定型学習を乗り越えるこ
とを理念として共有し，マニュアル執筆を通した学習
者の学びの構築をファシリテートすることに徹する立
場をとった。

３． 研究方法

3.1　事業の概要
　研究対象事例の研修は，独立行政法人・国際協力機
構（JICA）の草の根技術協力事業（地域活性化特別
枠）「カンボジアにおける持続可能な社会構築のため
の社会科カリキュラム・教科書開発支援」の３年次研
修である。2017年度から３年間実施した当該事業は，
2019年度に４回の研修を実施し評価を行った。当該事
業は，ひろしま平和貢献ネットワーク協議会（提案自
治体：広島県）が受託し，広島大学教育ヴィジョン研
究センター（EVRI）が研究協力し研修を開発・実施
した。筆者は，その計画・教材作成・実施・評価する
業務補助員として2018年４月より参与した。
　研修対象者は，カンボジア教育省（Ministry of 
Education, Youth and Sport, 以下 MoEYS）によって
組織されたカリキュラム・教科書開発小委員会の構成
員である。教育省は小委員会を約10年ごとに設置し，
教育省の指導の下でナショナル・カリキュラム ( 現地
ではシラバスと呼ばれる ) と国定教科書の改訂を進め
る。構成員は，MoEYS の統括組織である教育総局や
その下部組織であるカリキュラム開発局の職員，大学
教員，高校教員など多様である。
　本事業のプロジェクト目標は「カンボジアの授業改
善に有効な社会科カリキュラムが改訂され，社会科教
科書開発者の能力が高まる」ことである。2017年度は
新社会科カリキュラム開発，2018年度は社会科教科書
開発とそれに基づく授業開発，2019年度は社会科カリ
キュラム・社会科教科書の一連の開発プロセスのマ
ニュアル化が目指された。本稿で対象とする2019年度
は，２年間の学びを研修参加者が現地文脈で主体的に
言語として構築し，職務能力の継承をすることを意図
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している。
3.2　３年次研修とマニュアル執筆の概要
　2019年度の研修概要を表２に示した。2019年度は全
４回の研修を実施した。第１次では，一部のカリキュ
ラム・教科書開発者が日本での研修に参加してマニュ
アル開発の理論を学び，カリキュラムづくりに関する
章（後述，表３・第２章）と教科書づくりに関する章（後
述，表３・第３章）を途中まで執筆したほか，今後の
アクションプランを作成した。第２次では，第１次研
修に参加した者がマニュアル開発の目的や現状をカン
ボジア関係者に共有した。また悩みを抱えていたカリ
キュラムづくり編について，改めて理論ワークショッ
プを行った。第３次では，現地で進捗確認をしつつ，
関係教育部局向けにマニュアルの内容を説明するブッ
クトークを開催した。第４次では，授業研究を通した
モデル授業・モデル教科書の開発を通して教育関係者
に普及したほか，事業完了式典を開催し教育省次官ほ
か教育関係部局約80名に対してマニュアル完成の報告
をした。
　カリキュラム・教科書開発者が執筆したマニュアル
は，表３のように全５章で構成され，78ページに及ぶ。
　第１章「カリキュラム開発前の準備編」は，カリキュ
ラム開発の準備段階として，改訂の理由，委員会設置，
世界の教育潮流，カンボジアの教育的課題の調査と評
価等について書かれている。
　第２章「社会科カリキュラム開発」は，カリキュラ
ム開発の理由，現行カリキュラムの課題を示した上で，
カリキュラムの理論が説明されている。また，今回改
訂した新カリキュラムの構成と特徴，将来へのコメン

トや改善案が提案された。
　第３章「社会科教科書開発」は，教科書開発の理由，
教科書の機能，教科書開発のプロセス，教科書の単元
レイアウトとその課題について示した上で，教科書開
発の理論が説明された。その後，教科書開発の開発プ
ロセスと，それに伴う責任などが説明されている。
　第４章「新カリキュラムと新教科書のパイロット調
査」は，新カリキュラムと教科書開発後に，実際に学
校現場でその有効性を評価するための調査について，
その行う理由と調査方法が説明されている。特に授業
研究による検証方法とツールについて説明し，最後に
評価と結論が提示された。
　第５章「新カリキュラム開発と新教科書開発の普及」
は，開発したカリキュラムと教科書について，国内の
学校現場に普及し，教師に実践してもらうための方法
について書かれている。方法のみならず，その普及活
動に関与する人物，事例などが具体的に説明されてい
る。

表３　マニュアルの章立て

第１章
第２章
第３章
第４章
第５章

カリキュラム開発前の準備編
社会科カリキュラム開発
社会科教科書開発
新カリキュラムと新教科書のパイロット調査
新カリキュラム開発と新教科書開発の普及

（筆者作成）

3.3　調査方法
　本研究では，マニュアル執筆を行った社会科カリ
キュラム・教科書開発者はどのように自己決定学習を
したのか調査するため，以下の手順を採った。

表２　2019年度の年間研修カリキュラム

次 期間 研修内容
第１次

（日本）
2019.7.4-16 マニュアル開発の理論を学び，アクションプランをつくる（大坂ほか , 2020で詳述）

1）マニュアル開発のデザイン原則（目的やフォーマット）の開発
2）マニュアルの章立て・目次，および各章の具体的な内容と構成の作成
3）今後のアクション・プラン（いつ，何を，誰がつくるのか）を考える

第２次
（現地）

2019.9.24-27 マニュアル全体の質向上に向けたフォローアップを行う
1）マニュアル開発の目的や現状をカンボジア現地で共有
2）「カリキュラムづくり」に関する理論ワークショップの実施
3）「改訂前の準備と改訂原案のパイロット調査」に関するワークショップの実施

第３次
（現地）

2019.10.29-31 カンボジアの教育専門家の社会科カリキュラム・教科書の開発力を高めるために，研
修成果を次世代に継承するマニュアルの作成を支援する
1）マニュアル作成の進捗状況報告・フォローアップ
2）マニュアルの目的・趣旨説明とブックトーク（関係教育部局向け）
3）第５章に関する理論ワークショップ

第４次
（現地）

2019.12.11-26 授業研究を通したモデル授業・モデル教科書の開発・発信 / 事業完了式典
1）授業研究を通したモデル授業・モデル教科書の開発と発信
2）広島県教育委員会と連携したカンボジア指導助言者へのコンサルティング
3）事業完了式典の開催

（筆者作成）
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　まず，３年次の2019年度の研修後に，インタビュー
調査を実施した。表４に示した８名の社会科カリキュ
ラム・教科書開発者に対して行った2)。この８名は，
当該事業の研修に継続的に参加し，日本で実施した
研修への参加経験もあるマニュアル執筆に中核的に関
わっていた者たちである。通訳を介した約１時間の半
構造化インタビューで，インタビュー項目は，表５の
通りである。
　Q1は，マニュアル開発を通した学びについて，自
由な発言を求めた。Q2と Q3は，マニュアルについて，
開発者自身にとって，そしてカンボジアという国に
とっての開発目的や今後の未通しの認識について伺っ
た。Q4は，現時点での活用方法についてどのように
考えているのか尋ねた。
　次に，インタビューを文字化し，メリアム (2004) を
参考に質的分析を試み，他の研修参画者と共にメン
バーチェックを行った。

表４　調査参加者の属性

名前 性別 年齢 専門領域 担当 調査日
Romeo 女性 30代 歴史 １章 12.24
Sierra 男性 50代 地理 ２章 12.24
Victor 男性 50代 地理 ２章 12.25
Mike 男性 50代 歴史 ２章 12.23
Papa 男性 30代 歴史 ２章 12.24
Charlie 男性 50代 公民道徳 ３章 12.23
Bravo 女性 40代 地理 ４章 12.23
Tango 女性 30代 家庭経済 ５章 12.26

（筆者作成）
表５　質問項目

Q1

Q2

Q3

Q4

マニュアル開発を通してどのようなことを学び
ましたか？
マニュアル開発の中で自分に役立つところは，
どこですか？
今後のカンボジアのカリキュラム・教科書開発
にとってどの章が大事だと思いますか？
マニュアルをどのように使っていますか？どの
ように使おうとしていますか？

（筆者作成）

3.4　倫理的配慮
　本調査は通訳者を介して実施した。通訳者は当該事
業の全研修に参加協力し，研修内容についても精通し
ているため，良好な関係性でインタビューが出来た。
通訳者のバイアスや認識のズレを可能な限り無くすた
め，インタビューの発言は直訳をしてもらった。また
不明確な発言は言葉に含意する意味について説明を受
けた。日本語として言葉足らずな箇所は，文脈をふま
え筆者が括弧内に表し言葉を足した。

　調査対象者に対して，インタビュー開始時に，研究
目的，データの活用，拒否する権利等について説明し，
同意書記入を求めた。筆者は日本人であり，そのバイ
アスを認識している。そのため，2019年度は第３次を
除く３つの研修に同行し，研修中に観察ノートをとり
ながら多様な情報を集め状況を把握した。また交流を
重ねて関係性を築き，対象者の人柄や生活を把握した。

４．マニュアル執筆を通した学び

4.1　他者決定型学習の認識の深まり：Victor と Mike
　Victor と Mike は，担当した第２章の認識について
学びとして語ったことに共通性がみられた。
　Victor はカリキュラム開発を通した学びについて，

「カリキュラム開発をする前に，（どんな）事前準備を
すれば良いのかを理解しました。」と言い，「シラバス
を開発する時に，ねらいをまず決めます。…（中略）
…更なるシラバス開発する時に，カンボジア文脈に合
わせないといけないです。」とカリキュラム開発手順
を説明した。第２章は，カリキュラム開発に関する章
で，Victor はカリキュラム開発局社会科部の管理職
である。このほかにも他国のカリキュラムを参考にし
てピックアップして開発する過去のやり方との違いを
メタ認知したことや，カンボジア社会の現状や課題を
基準にどのようなカリキュラムにするか考える必要性
を語っていた。Victor は，他にも職務としてのノウ
ハウの標準化と継承ができる点でマニュアル執筆の意
義を語っていた。
　同じく第２章を担当した Mike は，同じくマニュア
ル開発を通した学びについて「カリキュラムを整理す
るスコープとシークエンスを学びました。その配列を
しっかりすると，評価しやすいです。」と語った。筆
者が評価対象について追加質問をすると，Mike は「シ
ラバスの評価です。よいシラバスかどうかは，スコー
プとシークエンスをみます。」と，ナショナルカリキュ
ラムの評価する視点であると語った。Mikeもカリキュ
ラム開発局の社会科部の管理職である。スコープと
シークエンスについては，2019年度の第１次研修での
研修者側から教授した内容である。Mike は「スコー
プとシークエンスがないとぐちゃぐちゃになります。
年表の時系列ではなく，急に違うことが出てきたら，
それはぐちゃぐちゃな配列の仕方です。」と学んだ概
念を視点としながら，学校教育を単元レベルで評価で
きるようになったことを語った。自らが専門とする歴
史を例にも説明しており，理論が腑に落ちたことが伺
える。
　Victor と Mike は，比較的年齢の高いベテランで，
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カリキュラム開発の管理職的立場にある点で共通して
いる。１年次から続くカリキュラム開発に関する研修
内容について，マニュアルへ言語化する中で理解が
深まったと考えられる。両者は，過去の他者決定型学
習を再確認しながら認識を深める自己決定学習を，マ
ニュアル執筆を通して行っていた。
4.2　他者決定型学習の認識の広がり：Papa と Tango
　Papa と Tango がマニュアル開発を通して学んだこ
とは，マニュアルの執筆内容そのものではなかった。
第２章担当の Papa は「（第２章を）書いてみたら，
カリキュラム開発プロセスの中でステイクホルダーが
どの範囲に関係があるか分かりました。」と学びを振
り返った。ステイクホルダーについて伺うと，「開発
者，協力者，受益者すべてがステイクホルダー。開発
プロセスの中にそれらの人たちが含んでいることを学
びました。」と語る。発言にでてきた協力者とは，べ
つの発言をふまえると，学校現場の教師など実務者を
指すと考えられる。Papaは具体的に「学校の先生に『カ
リキュラムとは何ですか？』ときいたら，授業スケ
ジュールを見せてくる。これが（学校の先生が）カリ
キュラムだとイメージしたことです。（国の）シラバ
スのことだとは分からないです。」と述べ，当該事業
で現場教師と関わる中で，行政・実践・そして学習者
である子どもがそれぞれイメージするカリキュラム概
念が異なっていることに気付き，そのカリキュラム概
念を一致させていくことの重要性を感じていた。この
ように Papa は，行政側の立場としての教育省の指令
に合わせて職務を行うことだけでは，新しいカリキュ
ラムは良いものにもならないと感じている。
　Tango は第３章を担当していたが，その後に第５
章担当となった。第５章は新カリキュラム・新教科書
の普及という章で，カンボジアでは意識して実施され
てこなかったプロセスである。Tango は「最初は少
ししか書けなかったんです。よく分からなくて。（11
月の）カンポット州での研修を受けて分かりました。」
と語った。カンポット州で実施された教育省の上位組
織が主催する研修に参加し，その経験が普及であると
気付き，第５章にカンポット州の研修を具体例として
書き入れた。さらに Tango はその普及という概念理
解を拡大させた。「10月に○○先生からコメントを頂
き，今の現代の技術の HP で普及する，学生や教師が
ホームページで見ることができるようにする，という
のは普及関係だと分かってきました。最初は普及と
言っても，小さい範囲内で理解していました。大きい
範囲で，外部のことが意識できなかったんです。」と
振り返る。さらに「教師がそれ（ホームページ）を知っ
たら，見て勉強できると思います。（地方の）州の先

生も教材を欲しかったらそこのページみて，教材を使
うことができます。」と述べ，HP による広範でバラ
エティに富む普及可能性に気付いていた。Tango は

「ホームページの使い方を（マニュアルで）紹介しま
した。」と自慢げに語った。
　Tango と Papa は，カリキュラム開発局の若手とし
て期待されている立場である。マニュアル執筆を通し
て学んだことは，マニュアル内容との関連性は低いが，
職務として出来る可能性を広げ，将来の教育改革に向
けたストラテジーを見出している。他者決定の学びの
認識を広げ，より将来の職務に寄せる自己決定学習を
行っていた。
4.3　自己主導的な調査研究：Romeo と Bravo
　Romeo と Bravo はマニュアル開発のために調査し
た経験について語った点で共通性がみられた。
　第１章を担当した Romeo は，「第１章はプレ調査
で，なかなか難しかったです。（第１次研修に参加で
きず）途中から入ってきたから，色々な資料を集めて
作りました。」と振り返った。Romeo は第１次研修に
参加していない。他の参加者から多少の共有はされて
いると予想するが，実際にマニュアル開発の意味につ
いて理解したのは第２次研修の９月だろう。開発の中
で発見したことについて尋ねると，「途中に困ったこ
ともありましたが，専門家の助言でなるほど！と思っ
て，どこかに資料があるなと思い，見直しました。」
と資料探しについて語った。専門家からの助言という
のは，第３次現地研修やテレビ会議を通した研修実施
側のファシリテートを指している。Romeo が担当し
た第１章は，開発前のプレ調査に関する章で，これま
でカンボジアでは実施されていなかった経験である。
当事業の被研修体験をふまえて，学校教師へのインタ
ビューや授業観察の方法が具体的に書かれていた。ほ
かにも世界的な教育潮流や自国の教育政策史を踏まえ
ることの意味についてアドバイスしたところ，過去の
教育政策史については，カリキュラム開発局の有する
資料に目を通していた。Romeo は大学で一般歴史学
を専攻し，その能力を活かしていた。
　第４章を担当した Bravo は「不足情報を NIE（国
立教育研究所）等で色々調べて集めて，自分担当の第
４章を作っていくことです。つまり，もっと調べる
ということを学びました。」と語る。第４章は，開発
したカリキュラムや教科書を学校現場で実際に使用す
ることで，その有効性や課題点を明確にして改善をす
るパイロット調査プロセスである。これまでカンボジ
アでは実施されてこなかったプロセスであり，そもそ
も学校現場の声を聴くことが滅多になかったという。
Bravo は別の教員養成大学設立プロジェクトにも関わ
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りながら「学校現場の先生と会う中で，様々な先生に
質問をして参考用にインタビューをしました。さらに，

（教育関係の）部局の人，行政局，インスペクターの
人にも，授業研究について聞いたりしました。」と語っ
た。国立大学の教員ということもあり，持前の調査方
法を駆使して他の事業での経験も活かしながら，教員
養成と学校実践の間にある考えの相違を引き出し，目
指す教育理念を実現するための課題を見つけ出そうと
した。
　このように，Romeo と Bravo はマニュアル執筆を
する中で，自己主導的に調査を進め資料収集を行った。
Romeo は特に教育史的な探索を，Bravo は学校現場
の調査を志向し，調査研究力を高める自己決定学習を
行った。
4.4　状況への反省的姿勢：Charlie と Sierra
　Charlie と Sierra がマニュアル執筆を通した学びと
して語ったのは，研修を通して逆照射されたカンボジ
アの状況に対する反省であった。
　第３章担当の Charlie は「（2019年）７月第１次研
修に広島で研修をした時には，第３章について何を書
けばよいかはっきりと分かっていませんでした。」と
振り返る。Charlie は第３章を執筆しながらカンボジ
ア教科書の現状と課題を考えていたようで，「現行教
科書がどうなんだろう？と考え直しました。今の現行
教科書の現状・課題について考えました。そして今後
カンボジアの教科書をどのようにつくればいいのか。」
と問いを列挙しながら，教科書を開発していくため
に必要なプロセスをマニュアルに書くことだけでは
なく，よりよくするにはどうすればよいか，どのよう
な教科書がよりよいものなのかを追求しようとしてい
た。その結果「日本の教科書とカンボジアの教科書を
見比べながらその違いが課題だな（ということです）。
この違う所をヒントに，何回も直して書きました。数
日前も直しました。」と述べ，日本教科書との比較に
よって課題点を明らかにする方法を見出した。
　第２章担当の Sierra は，マニュアル執筆の学び
を尋ねたところ，「直接書くことはしていませんが，
Victor, Mike, Papa から上がってきたものは目を通し
て，第１次研修の資料などをみながら，補足や助言を
しました。マニュアルの中で，不足していることは，（第
１次研修で学んだから）分かるので，習ったものを
活かしました。」と語った。Sierra は，第２章の担当
だったが直接執筆には携わらなかった。複数名で担当
となったこと，Sierra は他の３名と所属が異なること
から，研修経験を踏まえたマニュアル執筆の指導的立
場となったようである。さらに Sierra は「特に Papa
は，カリキュラムの研修に９月に行けなかったから，

（研修内容を）共有したりして勉強させることもしま
した。」と若手の Papa に対して執筆指導することに
力を入れていたようで，Sierra はカリキュラム開発局
の組織に対する課題意識をもっていた。Sierra はノウ
ハウを将来に継承するというマニュアル執筆の意義に
ついて，継続的に強く共鳴していた。
　このように Charlie はカンボジア教育の現状，
Sierra はカリキュラム開発局の現状を憂慮しながら，
その状況を反省的になり，将来のカンボジアを見据え
た自己決定学習を行っていた。ただし，その反省の材
料となったのは日本の教科書や研修経験であり，それ
についての問い直しの発言は見られなかった。

５．考察

　マニュアル執筆に中核的に関わった社会科カリキュ
ラム・教科書開発者８名をインタビューした結果，多
様な自己決定学習が確認できた。このように学びが解
放された理由，一方で確認された学びの制約とその理
由について，ポストコロニアルの視点から考察しよう。
5.1 学びの解放：クメール語によるカンボジアのた

めのマニュアル執筆
　マニュアル執筆を通した自己決定学習は，全員が統
一的な他者決定型の学びにはならず，各人の文脈に応
じた多様な学びが確認できた。例えば Victor や Mike
は，マニュアルへ言語化することで過去の研修の理解
を深め，職務へ応用可能性として意義を感じていた。
また Romeo や Bravo が学んだ調査研究は，過去に経
験がないため具体的にノウハウをマニュアル上に表現
することは大きな挑戦だっただろう。組織における若
手とベテラン，カリキュラム開発局における立場，大
学で専攻した学問などが個々人で異なる中で，各々が
主体的に自己決定的に学ぶことができた。
　このように実現された要因は，マニュアル執筆とい
うタスクに，学習者にとっての真正性があったからだ。
カンボジア人がクメール語によってカンボジアの将来
のためにマニュアル執筆する，というパフォーマンス・
タスクが彼らの主体性・自己主導性を生み出し，結果
としてマニュアル内容との関連度が高い学びを意欲的
にすることができたのだろう。
5.2　学びの制約：ヘゲモニーによる支配
①ヘゲモニー「支援国・先進国」による学びの制約
　学びの中では，Charlie の「日本の教科書と見比べて」
課題を見出したという発言があったように，研修で目
の当たりにした日本の教育を参考にしつつも，それに
対する問い直しの姿勢がみられなかった。
　この要因には，日本という「支援国」のヘゲモニー
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がある。被研修側は研修側を「Hiroshima」という愛
称で呼びつつも，日本の ODA である JICA の案件で
あることは意識されている。Charlieは事業カウンター
パートとしての窓口業務を担当しており，受益側とい
う意識が強い可能性も高い。さらに日本での研修を通
して「先進国」の教育として解釈しそれを問い直すこ
となく無批判に目指す，という学習者の意識内におけ
るコロニアリズムも潜んでいたと考えられる。
②ヘゲモニー「政府」による学びの制約
　調査した８名は，誰も自己決定的・相互変革型学習
には到達しなかった。そもそも研修実施側はこのこと
を目指してはいないため当然であると言えるが，カン
ボジアの将来に向けて状況反省的に学び社会問題の解
決や社会の改善を視野に入れた学習について強調して
語ってもよかったはずだ。Charlie や Sierra には状況
反省的な姿勢がみられたものの，変革の方向性につい
ては発言がなかった。
　この理由は，学習者側の行政官としての立場におい
て「政府」というヘゲモニーが存在するからだろう。
社会科カリキュラム・教科書開発者たちの多くは行政
官である。その職務は学校制度全体を制度設計し，定
着，普及させていくことにある。すなわち，カンボジ
ア社会や教育の変革方針は政府や教育省の上位組織か
ら示されるものであり，行政官らはそれをいかに制度
や事物として実現するかが悩みなのだ。つまり，学習
者側にとっての悩みやモチベーションは教育を通した
カンボジア社会の変革ではない。だからこそ，悩みは
そのまま学習の方向性に直結し，個人文脈の学びとし
て自己解放はできても，「政府」ヘゲモニーからの解
放を志向することはなかった。
③ヘゲモニー「社会科教育学」による研修の制約
　さらに調査者８名が学んだことは，社会科という教
科固有性にとらわれないものであった。具体的には，
学校教育に関わるステイクホルダー，その間でのカリ
キュラム概念の断絶，教師の力量不足や地方の教材不
足といったもので，学校教育上の実践課題が多かった。
　この理由は，②と同様に立場上の問題がある。学習
者側である社会科カリキュラム・教科書開発者たちは，
職務文脈上，教科編成や教科目標の決定といった社会
系ナショナルカリキュラムの中核には直接的には関与
できず，政治的決定や国際的な議論の影響下にある。
そのため，社会科教育としてどのような目標にするの
か，どのような市民がこれからのカンボジア国や社会
の形成者として必要なのか，などの社会科教育学的な
論点を悩みとして有してはいない。むしろ彼らの悩み
は開発したカリキュラム，教科書をどのように学校現
場で定着させるのかが一番大きく，その職務文脈上の

悩みに関わる学びがインタビューで表出したと推察さ
れる。つまり事業において「社会科教育」という学問
ヘゲモニーが存在し，研修実施側がその成果を活用し
ようとしすぎたことで学習者側のニーズとのミスマッ
チが生じた。
5.3　社会科教育改革とポストコロニアルのジレンマ
　前節の②や③をふまえると，社会科教育に関する国
際教育開発に大きなジレンマが生じる。当該事業は社
会科教育の事業であったが，そのヘゲモニー「社会科
教育学」が存在することにより事業の学びに限界が生
じてしまった。しかし，本事業は社会科教育の改革を
通したカンボジアの持続可能な開発であり，それは社
会科教育の充実＝市民性教育を通して国家・社会の形
成者を育成し，よりよい社会へ変革していくことにあ
る3)。だが，ポストコロニアルを意識した研修として
自己決定学習を取り入れたことで，研修学習者の学び
はオープンで自己主導的となり，その結果，その制度
設計を考える社会科カリキュラム・教科書開発者たち
に社会科教育以外の学びをする結果となった。個人文
脈，職務文脈に合わせたという意味で解放された学び
は実現したが，事業目標に向けた学びにつなぐことは
困難ということになる。
　このジレンマを乗り越えていくには，学術的なポス
トコロニアルを意識し，研修プログラムを共同的に作
成する，教科編成や社会科目標づくりについて行政官
の悩みに寄り添う共同探究者として関わっていく必要
があるだろう。

６．本研究の成果と課題

　本研究では，マニュアル執筆を通した自己決定学習
を目指す研修において，カンボジア社会科カリキュラ
ム・教科書開発者はいかに学ぶのかについて調査し，
ポストコロニアルの視点から検討した。その結果，他
者決定的にはならず自己決定的に多様な学びが確認で
きた一方，カンボジア国外・国内におけるヘゲモニー
の影響から学びの制約が生じることが明らかになっ
た。
　本研究の成果として，第１に，パフォーマンス・タ
スクとしてのマニュアル執筆の意義が明らかになっ
た。マニュアルの消費者から作成者となることでサバ
ルタンとも言える研修学習者の主体性を回復させ，マ
ニュアル執筆という学習活動を多様な学びにつなげる
ことができた。これに関しては本研究は一事例にすぎ
ないため，今後も事例を重ね検討していく必要がある。
　第２に，国際教育開発における自己決定学習の意義
と課題が明らかになった。これまでのカネ・モノ・ノ
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社会科カリキュラム・教科書開発のための国際教育協力研修
―　カンボジアにおける研修参加者の自己決定学習に着目して　―

ウハウの「伝達」モデルの研修を乗り越え，学習者は
主体的でオープンな学びが実現できる。しかし，そこ
には支援国，多くの場合は先進国としてのヘゲモニー
が存在し，その学びに新植民地主義は潜み続ける。ま
た学習者の立場によっては国内の支配的ヘゲモニーが
存在し，彼らの学びを左右することを心に留めておく
必要がある。
　第３に，社会科教育学の国際教育協力における可能
性と困難さの両面が明らかになった。国・地域の社会
的・政治的文脈の影響を受けやすい社会科教育も，国
際協力というグローバルな視野で実施しアウトリーチ
することは可能であるが，その一方で学問としてのヘ
ゲモニーが生まれ，持続可能な開発に至るには逆に制
約が大きいことが浮き彫りになった。
　本研究はインタビュー結果を分析対象としたが，そ
れは飽くまでも学びの意識的な面に過ぎない。マニュ
アル執筆内容，研修学習者が実際に職務へどのように
応用し結果を出しているのか，という長期的な視野で
の分析や評価が今後の研究として求められるだろう。

【註】

1) 本来，ポストコロニアリズムは被支援国側に委ね
るだけでは成立せず，そこに残る植民地主義の意
識・社会構造・文化から解放し，自律的な政治的・
経済的・文化的な国家体制の構築を目指さなけれ
ばならない。そのためには，自己主導型学習だけ
でなく自己決定・相互変革型学習までを志向する
べきだろうが，本稿で対象する事業や対象研修者
の性格を勘案し，自己主導型学習を目標に定めた。

2) 対象者８名の名前は仮名である。
3) カンボジアの社会科教育では「社会科は，人々

の価値を引き上げ，現在の児童・生徒が将来の
国家におけるよき市民になるために」という目
標をナショナル・カリキュラム上に掲げている。

（MoEYS, 2006）
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